
特定排出機器規定要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、京都市地球温暖化対策条例施行規則（以下「規則」という。）

第１１条の規定に基づき、エネルギー消費効率に関する情報について書面に

表示する事項に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、京都市地球温暖化対策条例及び規

則で使用する用語の例による。 

（特定排出機器） 

第３条 規則第１０条第１号に規定するエアコンディショナーは、直吹き形で

壁掛け型のものをいう。 

（エネルギー消費効率に関する情報） 

第４条 規則第１１条に規定する別に定める事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 多段階評価（規則第１０条に掲げる特定排出機器ごとに、次に掲げるもの

とする。） 

ア エアコンディショナーについては、エネルギー消費機器の小売の事業

を行う者その他その事業活動を通じて一般消費者が行うエネルギーの使

用の合理化につき協力を行うことができる事業者が取り組むべき措置

（平成１８年８月１８日経済産業省告示第２５８号制定（以降の一部改

正を含む。）。以下「取り組むべき措置」という。）１－３に定める多段階

評価基準による表示をいう。 

イ 照明器具については、取り組むべき措置２－３に定める多段階評価基準

による表示をいう。 

ウ テレビジョン受信機については、取り組むべき措置３－３に定める多段

階評価基準による表示をいう。 

エ 電気冷蔵庫については、取り組むべき措置７－３に定める多段階評価基

準による表示をいう。 

オ 電気便座については、取り組むべき措置１３－３に定める多段階評価基

準による表示をいう。 

⑵ 省エネルギーラベル（日本工業規格Ｃ９９０１に定めるものをいう。） 

⑶ 当該特定排出機器の製造の事業を行う者（法第１４８条第１項に定めるも

のをいう。）の名称 

⑷ 特定排出機器の種類ごとの名称 

⑸ １年間使用した場合の目安電気料金（規則第１０条に掲げる特定排出機器

ごとに、次に掲げるものとする。） 



ア エアコンディショナーについては、取り組むべき措置１－４の方法によ

り算出したものを有効数字３桁（ただし、１０円未満の端数があるときは、

これを四捨五入したもの。）で表したものとする。ただし、表示に当たっ

ては、取り組むべき措置１－５の注意事項をあわせて情報提供することと

する。 

イ 照明器具については、取り組むべき措置２－４の方法により算出したも

のを有効数字３桁（ただし、１０円未満の端数があるときは、これを四捨

五入したもの。）で表したものとする。ただし、表示に当たっては、取り

組むべき措置２－５の注意事項をあわせて情報提供することとする。 

ウ テレビジョン受信機については、取り組むべき措置３－４の方法により

算出したものを有効数字３桁（ただし、１０円未満の端数があるときは、

これを四捨五入したもの。）で表したものとする。 

エ 電気冷蔵庫については、取り組むべき措置７－４の方法により算出した

ものを有効数字３桁（ただし、１０円未満の端数があるときは、これを四

捨五入したもの。）で表したものとする。ただし、表示に当たっては、取

り組むべき措置７－５の注意事項をあわせて情報提供することとする。 

オ 電気便座については、取り組むべき措置１３－４の方法により算出した

ものを有効数字３桁（ただし、１０円未満の端数があるときは、これを四

捨五入したもの。）で表したものとする。ただし、表示に当たっては、取

り組むべき措置１３－５の注意事項をあわせて情報提供することとする。 

２ 前項第１号、第２号及び第５号に規定する事項を表示した書面の標準様式

は、取り組むべき措置１－２⑷、２－２⑷、３－２⑷、７－２⑷及び１３－２

⑷に定める様式とする。 

附 則（平成２２年４月１日改正） 

この要綱は、平成２２年４月１日から実施する。 

附 則（平成２３年３月３１日改正） 

この要綱は、平成２３年４月１日から実施する。 

附 則（令和３年３月３１日改正） 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

附 則（令和７年６月３０日改正） 

この要綱は、令和７年７月１日から実施する。 


